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地域医療学習会
日時　10 月 31 日 ( 土 )　14：00 ～
場所　自治労会館　３階会議室
講演　「死角のない医療と茨城の課題」（仮）
講師　永井秀雄
　　　茨城県立中央病院名誉院長

第１回拡大
闘争委員会

官
民
格
差
�
賃
金
改
善
�

賃
金
確
定
に
全
力
で
取
り
組
も
う

　

県
本
部
は
10
月
20
日
、
自

治
労
会
館
で
第
１
回
拡
大
闘

争
委
員
会
を
開
き
、
２
０
１

５
賃
金
確
定
闘
争
に
向
け
闘

う
方
針
を
決
定
し
ま
し
た
。

　

黒
江
委
員
長
は
、「
２
０
１

５
人
事
院
勧
告
は
地
域
手
当

配
分
重
視
の
勧
告
で
あ
り
、

地
域
手
当
支
給
単
組
は
確
実

に
制
度
完
成
を
め
ざ
し
、
地

域
手
当
の
な
い
単
組
は
官
民

格
差
を
給
与
制
度
に
反
映
さ

せ
る
取
り
組
み
を
強
化
し
て

ほ
し
い
」
と
強
調
。
ま
た
、

人
勧
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て

触
れ
、「
給
与
の
閣
議
決
定

が
行
わ
れ
な
い
、
国
会
が
開

か
れ
な
い
、
１
月
の
国
会
ま

で
給
与
が
決
定
さ
れ
な
い
可

能
性
も
あ
り
、
今
後
、
知
事

会
、
市
町
村
会
に
要
請
し
て

い
く
が
、
県
地
公
労
を
は
じ

め
閣
議
決
定
さ
れ
た
時
、
速

や
か
に
妥
結
で
き
る
よ
う

取
り
組
み
を
強
化
し
て
ほ
し

い
」
と
呼
び
か
け
ま
し
た
。

　

次
に
、
茨
城
県
人
事
委
員

会
勧
告
や
市
町
村
会
へ
の
要

請
、市
町
村
課
へ
の
申
入
れ
、

自
治
労
マ
イ
カ
ー
共
済
団
体

割
引
（
現
行
10
％
か
ら
15
％

割
引
）
に
つ
い
て―

の
報

告
が
あ
り
ま
し
た
。

　

質
疑
で
は
、「
市
町
村
課

要
請
に
つ
い
て
、
効
果
な
ど

見
定
め
た
対
応
を
」（
ひ
た

ち
な
か
市
職
）
の
意
見
が
出

さ
れ
ま
し
た
。

　

議
事
に
移
り
、
①
２
０
１

５
現
業
・
公
企
統
一
闘
争
②

２
０
１
５
自
治
体
確
定
闘
争

の
推
進
お
よ
び
改
正
地
公
法

へ
の
対
応
に
つ
い
て
、
執
行

部
が
提
案
し
ま
し
た
。

　

賃
金
確
定
闘
争
で
は
、

２
０
１
５
人
勧
の
給
与
引
き

上
げ
の
配
分
が
地
域
手
当
偏

重
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
地
域

手
当
遡
及
改
定
・
現
行
地
域

手
当
未
到
達
・
地
域
手
当
維

持
・
非
支
給
自
治
体
で
の
異

な
る
対
応
方
針
と
な
っ
て
い

ま
す
。　

　

特
に
、
地
域
手
当
維
持
単

組
・
地
域
手
当
非
支
給
単
組

は
①
改
定
国
公
給
料
表
に
一

施
、
③
昇
格
制
度
の
改
善
を

求
め
る
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
人
事
評
価
制
度
導

入
に
係
わ
る
等
級
別
基
準
職

務
表
の
条
例
化
に
対
し
て

は
、
係
長
・
同
相
当
職
の
４

級
到
達
、
課
長
補
佐
・
同
相

当
職
の
６
級
到
達
を
指
標
に

賃
金
水
準
の
維
持
・
改
善
を

進
め
る
と
し
て
い
ま
す
。

　

取
り
組
み
の
進
め
方
で
は
、

11
月
２
日
の
週
に
要
求
書
の

作
成
・
提
出
、
11
月
16
日
の

週
に
単
組
交
渉
集
中
期
間
と

し
て
い
ま
す
。

　

質
疑
で
は
、「
行
二
表
の

退
職
手
当
調
整
額
の
情
報
提

供
を
」（
日
立
市
職
）、「
フ

レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
の
市
町
村

導
入
と
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク

へ
の
対
応
強
化
を
」（
ひ
た

ち
な
か
市
職
）―

の
意
見

が
出
さ
れ
ま
し
た
。

定
率
０
・
28
％
を
乗
じ
た
水

準
調
整
又
は
１
，
１
０
０
円

定
額
加
算
の
実
施
、
②
特
別

昇
給
１
〜
２
号
又
は
２
０
１

５
年
４
月
４
号
昇
給
分
の
現

給
保
障
調
整
を
４
月
遡
及
実

団結ガンバローで決意を固めた県本部拡大闘争委員会

現業 ・公企
闘争の成功を

総決起集会で決意固める

い
さ
つ
し
た
あ
と
、
稲
葉
現

業
評
議
長
、
横
町
公
企
評
議

長
が
そ
れ
ぞ
れ
、
現
業
・
公

企
職
場
の
状
況
と
単
組
オ
ル

グ
の
報
告
、
闘
争
へ
の
決
意

を
述
べ
ま
し
た
。

　

続
い
て
、
加
藤
副
委
員
長

が
、
現
業
・
公
企
統
一
闘
争

の
方
針
を
提
起
し
ま
し
た
。

　

次
に
、
元
中
央
本
部
現
業

評
議
会
事
務
局
長
の
森
下
茂

栃
木
県
本
部
特
別
執
行
委
員

が
講
演
。
森
下
さ
ん
は
「
現

業
・
公
企
職
員
の
あ
り
方
と

課
題
」
を
テ
ー
マ
に
、「
仕

事
に
誇
り
を
持
つ
こ
と
、
誇

り
の
持
て
る
仕
事
を
す
る
こ

と
が
大
切
」
な
ど
と
訴
え
、

講
師
の
率
直
な
語
り
口
で
分

か
り
易
い
講
演
に
な
り
ま
し

た
。

　

午
後
か
ら
は
、
公
営
企
業

評
議
会
と
東
海
村
職
・
水
戸

市
職
・
取
手
市
職
・
日
立
市

職
か
ら
単
組
の
活
動
報
告
が

あ
り
ま
し
た
。

　

こ
の
あ
と
、
全
員
が
発
言

す
る
機
会
と
な
る
よ
う
職
種

別
分
科
会
が
開
か
れ
、
参
加

者
は
活
発
な
意
見
を
交
換
し

単
組
を
越
え
た
交
流
を
深
め

ま
し
た
。

　

分
科
会
報
告
の
あ
と
、
最

後
に
稲
葉
議
長
の
団
結
ガ
ン

バ
ロ
ー
で
集
会
を
締
め
く
く

り
ま
し
た
。

現業公企統一闘争総決起集会であいさつする稲葉現評議長
　

県
本
部
は
10

月
17
日
、
水
戸

市
に
あ
る
職
業

人
材
育
成
セ
ン

タ
ー
で
現
業
・

公
企
統
一
闘
争

総
決
起
集
会
を

開
き
、
17
単
組

67
人
が
参
加
、

統
一
闘
争
の
成

功
を
誓
い
ま
し

た
。

　

集
会
の
冒
頭
、

黒
江
県
本
部
委

員
長
が
、
２
０

１
５
人
事
院
勧

告
を
め
ぐ
る
状

況
を
中
心
に
あ

2015年度茨城県内の地域手当の級地別支給割合

級地

（支給割合）

支　給　地　域

（旧支給割合）

改
定
幅

2015.4

支給率

2015.4

支給割合
うち遡及
改定分

２級地

（16％）

取手市（2級地 15%） １ ６％ 15.5％ 0.5％

つくば市（3級地 12%）４ 12 15 ２

３級地

（15％）
守谷市（4級地 10%） ５ 11 13 ２

４級地

（12％）
牛久市（5級地 6%） ６ ８ 10 ２

５級地

（10％）

水戸市（4級地 10%）

土浦市（4級地 10%）
０ 10 10 ―

日立市（5級地 6%） ４ ７ ９ ２
龍ヶ崎市（6級地 3%） ７ ５ ７ ２

６級地

（６％）

ひたちなか市（5級地 6%）

古河市（5級地 6%）
０

2.5

６
６ ―

神栖市（非支給地） ６ ２ ４ ２

７級地

（３％）

筑西市（6級地 3%） ０ ３ ３ ―
笠間市（非支給地）

鹿嶋市（非支給地）

那珂市（非支給地）

３

１

１

３

２

２

－

１

１　2015 年度の給与改定にあたっては、人事院（県人事
委員会）勧告のとおり実施すること。

２－１＜選択：地域手当遡及改定の自治体＞
　　地域手当について、2015 年４月からの遡及改定を実
施すること。また、地域手当の支給率到達を 2016 年４
月に確実に行うこと。　

２－２＜選択：現行地域手当未到達自治体＞
　　地域手当について、2015 年４月からの遡及改定を実
施すること。今回の地域手当の支給率を早期に達成させ
ること。

２－３＜選択：地域手当維持・非支給自治体＞
　　人事院勧告（県人事委員会勧告）の公民格差を解消す
る措置を行うこと。また、地域手当の支給について、県
と同様の支給率を支給すること。

３　初任給の引き上げを行なうこと。また、在職者調整を
行なうこと。

（上級大卒１級２９号給又は３３号給、初級高卒１級９号
給又は１３号給）

４　在職実態を踏まえて、給料表の号給増設を行なうこと。
５　組合員の賃金水準の確保のため、以下について改善を
行うこと。＜選択＞
(1) 地域手当の完全支給にむけ支給率を引き上げること。
/地域手当を県と同様に 6％支給とすること。

＜選択＞
(2) すべての在職者が定年まで昇給が可能になるよう、
号給の増設を行うこと。

６　各適用給料表ごとに「標準昇格モデル」を提示し、昇
格制度の協議・改善を行なうこと。
・２級昇格について、１級在級〇年にて昇格させること。

・３級昇格について、２級在級〇年にて昇格させること。
（30 歳３級 13 号給・35 歳３級 40 号以上）
・４級昇格について、３級在級〇年にて昇格させること。
　（４級の職務を組合員が使用できる級とすると。40 歳
４級 43 号給以上）

・５級昇格について、４級在級〇年にて昇格させること。
（※組合員５級到達単組）

７　産前・産後休暇について、産前休暇８週・産後休暇８
週とすること＜選択＞

８　子の看護休暇制度について、小学校就学前から中学校
就学前にすること＜選択＞

９　育児休暇の取得促進のため短期間の育休取得者の期末
手当支給割合を見直すこと＜選択＞

10　臨時・非常勤等職員の処遇を改善すること。また、雇
用安定と常勤職員との均等待遇を実現すること。

11　労働安全衛生法の改正により 2015 年 12 月からストレ
スチェックが義務化されることから、実効性のある取り
組みになるよう予算措置等を行うこと。

12　人事評価制度の導入・給与等への反映にあたっては、
労使協議・交渉を行い、合意を前提とすること。なお、「等
級別基準職務表」の条例化および「級別職務別定数」の
公表にあたっては、十分に労使協議・合意のうえ行なう
こと。

14　フレックスタイム制度については、国の動向に注視し、
超勤縮減を前提として現場の実情を踏まえ慎重に対応す
ること。

15　公的年金支給年齢繰り延べにともない、雇用と年金の
接続を確実に実施するため、再任用制度の運用を改善し、
希望者全員の雇用確保をはかること。

＜県本部統一要求書＞
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各
単
組

新
役
員

執
行
委
員
長

副
執
行
委
員
長

書
記
長

財
政
局
長

書
記
次
長

執
行
委
員

〃〃〃〃〃〃

執
行
委
員

執
行
委
員
長

副
執
行
委
員
長

〃
書
記
長

財
政
局
長

給
与
対
策
部
長

福
利
厚
生
部
長

文
化
部
長

青
年
女
性
対
策
部
長

現
業
対
策
部
長

菅

谷

利

幸

田

口

健

一

和

泉

経

義

額

賀

栄

一

添

泉

浩

一

二
重
作 

秀 

子

出

村

智

明

飯

島

崇

寿

小

沼

裕

一

小

野

真

明

中

田

伸

一

小

薗

昌

子

蛯 

名 

美
弥
子

鴨
志
田 

俊 

明

今

橋

孝

仁

岡

部

浩

嗣

冨

田

正

明

佐

藤

譲

二

菊

池

弘

史

大

内　

勇

小
薗
江 

義 

英

前

多　

歩

福

田　

浩

鉾
田
市
職
員
組
合

日
立
市
職
員
労
働
組
合

郡司彰の
国会レポート154

〈
地
域
に
新
た
な
難
題
〉

　

国
会
は
、
実
質
的
に
は
与

党
の
暴
挙
で
「
安
保
関
連
法

案
」
が
採
決
さ
れ
た
19
日
早

朝
に
終
息
し
ま
し
た
。

　

残
念
、
無
念
で
し
た
が
、

こ
れ
は
終
わ
り
で
は
な
く
、

始
ま
り
の
始
ま
り
に
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
と
思
い
ま

す
。

　

そ
の
後
は
、
県
内
日
程
が

主
に
な
り
ま
し
た
が
、
今
年

は
平
成
の
大
合
併
か
ら
10
年

の
式
典
が
多
い
と
言
う
事
に

気
付
か
さ
れ
ま
す
。

　

直
近
で
は
11
日
に
鉾
田
市

の
記
念
式
典
に
参
列
。
歴
史

的
に
は
明
治
の
大
合
併
で
11

町
村
に
、
昭
和
の
際
に
３
町

村
へ
、
そ
し
て
現
在
で
す
。

　

当
市
は
涸
沼
と
北
浦
の
間

に
位
置
す
る
平
坦
な
地
で
、

基
幹
産
業
は
農
業
。メ
ロ
ン
、

さ
つ
ま
芋
な
ど
が
全
国
有
数

の
産
地
で
す
。

　

14
日
の
地
元
紙
に
依
れ

ば
、
２
月
か
ら
の
半
年
間
で

ふ
る
さ
と
納
税
が
、
前
年
の

14
倍
に
急
伸
し
、
理
由
は
新

た
に
返
礼
品
に
メ
ロ
ン
を
加

え
た
結
果
と
報
じ
ら
れ
ま
し

た
。

　

こ
の
好
結
果
を
持
続
す
る

に
は
、
こ
れ
ま
で
通
り
の
取

り
組
み
で
良
い
の
か
が
問
わ

れ
る
事
態
が
起
き
て
い
ま
す
。

　

Ｔ
Ｐ
Ｐ
大
筋
合
意
で
す
。

　

政
府
は
農
水
産
物･

食
品

の
輸
入
拡
大
の
追
い
風
と
喧

伝
し
ま
す
が
、
農
村
の
現
場

で
額
面
通
り
に
受
け
取
っ
て

い
る
と
は
思
え
ま
せ
ん
。

　

何
よ
り
正
確
な
情
報
開
示

が
な
く
、
従
っ
て
５
年
、
10

年
後
の
影
響
評
価
が
さ
れ
て

お
ら
ず
、
対
策
の
具
体
策
が

出
せ
る
筈
も
あ
り
ま
せ
ん
。

　

衆
参
農
水
委
決
議
に
違
反

す
る
内
容
を
、
与
党
は
ま
た

も
数
で
押
し
切
ろ
う
と
す

る
の
で
し
ょ
う
か
。
安
保
法

制
の
目
く
ら
ま
し
に
す
る
に

は
、大
き
す
ぎ
る
代
償
で
す
。

鉾田市合併 10th 式典（10 月 11 日）

　

改
正
労
働
安
全
衛
生
法
に

よ
り
、
従
業
員
50
人
以
上
の

事
業
場
に
お
い
て
、
ス
ト
レ

ス
チ
ェ
ッ
ク
が
義
務
化
さ
れ

今
年
の
12
月
１
日
が
施
行
と

な
り
、
健
康
診
断
同
様
、
民

間
だ
け
で
な
く
地
方
自
治
体

で
も
施
行
後
１
年
以
内
（
来

年
11
月
30
日
ま
で
）
に
実
施

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
と

は
、
労
働
者
の
メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス
不
調
を
未
然
に
防
ぐ
こ

と
を
目
的
に
、
労
働
者
の
心

理
的
な
負
担
の
程
度
を
把
握

す
る
た
め
の
検
査
で
す
。
ス

ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
結
果

は
、
本
人
の
同
意
が
な
け
れ

ば
事
業
者
に
提
供
す
る
こ
と

は
禁
止
と
な
っ
て
お
り
、
ス

ト
レ
ス
が
高
い
と
評
価
さ
れ

た
労
働
者
か
ら
申
出
が
あ
れ

ば
、
医
師
に
よ
る
面
接
指

導
を
行
う
こ
と
が
事
業
者
の

義
務
に
な
り
ま
す
。
事
業
者

は
、
面
接
指
導
の
結
果
に
基

づ
き
、医
師
の
意
見
を
聞
き
、

必
要
に
応
じ
て
職
場
環
境
の

改
善
な
ど
必
要
な
措
置
を
講

じ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。
そ

の
際
、
重
要
な
の
は
、
労
働

者
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
と

結
果
を
理
由
と
し
た
不
利
益

取
り
扱
い
は
禁
止
さ
れ
て
い

る
こ
と
で
す
。

　

県
本
部
は
10
月
20
日
、
自

治
労
会
館
で
「
ス
ト
レ
ス

チ
ェ
ッ
ク
の
導
入
に
む
け
て
」

を
テ
ー
マ
に
労
働
安
全
衛
生

講
座
を
開
き
ま
し
た
。

　

講
座
で
は
、
千
歳
県
本
部

副
委
員
長
が
、
ス
ト
レ
ス

チ
ェ
ッ
ク
の
概
要
や
茨
城
県

職
連
合
の
取
り
組
み
な
ど
を

説
明
し
ま
し
た
。

　

特
に
、
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ

ク
実
施
に
向
け
て
は
、
担
当

責
任
者
の
配
置
、
医
師
・
保

健
師
な
ど
の
実
施
者
の
決
定

な
ど
経
費
を
要
す
る
こ
と
か

ら
、
予
算
措
置
と
労
働
安

全
衛
生
委
員
会
で
の
準
備
や

周
知
な
ど
の
対
応
が
早
急
に

求
め
ら
れ
て
お
り
、
組
合
側

か
ら
も
実
効
性
あ
る
対
応
を

求
め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。

　

県
本
部
は
２
０
１
５
賃

金
確
定
闘
争
に
向
け
、
10
月

17
、
18
日
、
自
治
労
会
館
で

県
北
・
水
郡
・
水
戸
ブ
ロ
ッ

ク
合
同
の
活
動
者
学
校
を
開

き
12
単
組
31
人
が
参
加
、
各

単
組
の
闘
争
課
題
な
ど
を
議

論
し
ま
し
た
。

　

会
議
で
は
、 

①
「
２
０
１

５
賃
金
確
定
闘
争
に
向
け
て
」

（
取
り
組
み
の
柱
・
重
点
課

題
と
統
一
要
求
基
準
）
②

「
２
０
０
６
・
２
０
１
４
給

与
制
度
の
見
直
し
と
単
組
課

題
」
③
「
地
公
法
改
正
の
主

な
課
題
」―

の
３
つ
の
テ
ー

マ
を
県
本
部
が
提
起
し
ま
し

た
。

　

２
０
１
５
人
事
院
勧
告
の

俸
給
表
の
引
き
上
げ
分
に
つ

い
て
は
、
①
９
割
程
度
の
職

員
が
現
給
保
障
期
間
中
で
あ

り
、
そ
の
中
に
吸
収
さ
れ
て

し
ま
う
こ
と
、
②
国
家
公
務

員
は
、
地
域
手
当
の
遡
及
改

定
に
よ
り
一
定
の
給
与
改
善

を
実
感
で
き
る
も
の
の
、
地

方
公
務
員
の
場
合
、
75
％
が

地
域
手
当
の
非
支
給
地
で
あ

る
こ
と
な
ど
か
ら
、
こ
の
官

民
格
差
を
ど
の
よ
う
に
配
分

す
る
か
が
、
自
治
体
確
定
闘

争
の
大
き
な
課
題
に
な
る
こ

と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

質
疑
討
論
で
は
、「
官
民

格
差
分
を
自
治
体
の
給
与
改

善
に
つ
な
げ
た
い
の
で
具
体

的
課
題
の
提
起
を
」、「
い
く

つ
か
の
単
組
で
勝
ち
取
っ
て

い
る
４
級
の
号
給
増
設
を
県

本
部
統
一
要
求
に
加
え
る
べ

き
」
な
ど
の
意
見
が
寄
せ
ら

れ
ま
し
た
。

　

こ
の
あ
と
参
加
者
は
、「
地

域
手
当
維
持
・
非
支
給
単
組
」

と
「
地
域
手
当
遡
及
改
定
単

組
・
地
域
手
当
未
到
達
単
組
」

の
二
つ
の
分
散
会
で
各
単
組

の
闘
争
課
題
に
つ
い
て
討
論

し
ま
し
た
。

労働安全衛生講座で講義する
千歳副委員長

県北・水郡・水戸ブロック活動者学校 で
提起する古渡書記長


